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論 文 内 容 の 要 旨
1.本論の目的は、世代間分配の公正と経済政策について論 じることである。
現代厚生経済学において、資源配分の評価の多 くは、パ レー ト基準に依拠 した、効率面の観点
からなされている。この観点からの理論体系が、大きく発展してきたのは、周知の通 りである。
もう一つの重要な側面である分配の公正面からの議論は、いくつかの困難があるため、一致 した
理論体系は、いまだ確立されていない。本論では、JohnRawlsの公正概念を用いることにより、
世代間分配の公正面での議論を展開する。具体的には、最適貯蓄政策 と社会保障政策を世代間公
正面から考察する。
2.現 存する資源のうち、・どれだげを消費 し、どれだけを貯蓄するべきかとい う問題は、世代間の
利害の対立の問題 として捉えられる。 したがって、 どのような世代間分配が最適 ・公正か、 とい
う考察が必要 とされる。この研究が最適貯蓄理論 と呼ぼれるものである。従来 この理論において、
公正基準 として用いられて来たものは、功利主義的な基準であった。1971年に、Rawlsにより
マキシミソ基準が提起 されると、この基準を用いた、最適貯蓄理論を構築 しようとする試みが起
きた。 ところが、マキシミン基準に基づく最適貯蓄経路の性質を分析すると、直感的にも魅力あ
るものとは考えられない、「非成長性」とい う問題が浮かび上がってくる。この問題を解決する
ために、これまで仮定されてきた、自己の消費量のみに依存する効用関数ではな く、自己の消費
量 と共に直接の子孫の消費量にも依存する利他的な効用関数を前提して、マキシミン基準の世代
間公正の問題への適用性を可能なものにしようとする試みが起きた。しか し、この試みの結論は、
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非成長性 と共に、「時間に関する非一貫性」とい う新たな問題を提起するものとなった。以後、
いくつかの試みがなされ、 これ らの問題点を解決 したとしたが、それらの解決法は、子孫に対す
る利他心の度合を強めることに依存 していた り、利他心の及ぶ範囲を無限に広げることを前提 し
ていたのである。 これ らの、利他心を導入することによって、マキシミン基準の世代間公正の問
題に関する適用性を可能にしようとすることには、批判がなされている。
本論では、「条件付けられた選好」(ConditionedPreferences)の概念を導入することによって、
マキシミン基準の世代間公正の問題に対する適用が可能 となることを、明らかにす る。今日まで
の世代間厚生分配の議論において、各世代の効用関数は、各世代が、どのような環境のもとで生
育 した場合でも、常に一定であると仮定されてきた。これに対 して、「条件付けられた選好」の
概念は、人間の選好は、それぞれの固=有の環境によ.って形成されることに着目し、世代に備わる
選好が、一定のルールに従 って変化 してい く現象を描写することができる。具体的には、人間の
い くつかの個性の形成に決定的な影響を与える期間が幼少期であることから、幼少期の消費(す
なわち、親の世代である、当該世代の直前の世代の消費)に よって、各世代の選好は形成される
のである。そして、その形成された選好によって、自身の成年期における消費を評価することに
なる。
この概念を導入 した フレーム ・ワークにおいて、マキシ ミン基準による最適経路は、 これまで
のフレーム ・ワークのそれ とは異なる。最適消費経路は、各世代の効用を均等にする実現可能な
消費経路の中で最大の効用水準を与える 「最大平等消費経路」であ り、そめ経路は、初期条件に
よっては、永続的な成長性を有することが示される。 さらに、この経路は、時間に関する一貫性
を兼ね備えたものであることが明らかにされる。
このように、条件付けられた選好の概念は、政策決定問題において、決定的な性質を持つこと
が明らかにされる。また、他の経済問題への適用が興味深いだろう。
3.社 会保障制度が確立されて以来、その政府活動に占める重要性は、多 くの国において増 してい
る。その経済効果も多様である。従 って、社会保障制度の導入とその拡大が及ぼす経済的影響は、
決 して無視できるものではない。とりわけ、公的年金制度は、社会保障制度の中で、収入 ・支出
の大きな比率を占めている。本論では、公的年金制度を社会保障 として取 り上げ、その経済効果
を、世代間分配の公正の面から考察する。
政府の経済活動のない、競争市場経済メカニズムにより資源配分がなされるレッセ ・フェール
経済において、その動学的資源配分の特徴の一つである定常状態は、パレー ト効率的なものとな
る保証はないことが知 られている。すなわち、利子率が、人 口成長率を下回らない定常状態が、
1パレー ト効率的なのであるが、 レッセ ・フェール経済における定常状態は、パ レート非効率的に
なりうるのである。
この事実は、政府の競争市場経済へ介入することの一つの理論的根拠を与えている。すなわち、
政府が例えぽ所得移転制度を導入することにより、より高い厚生をもたらすような定常状態に転
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換することが可能であるならば、政府のそのような活動は正当化されるのである。この方向での
研究は数多い。 とりわけ、世代間の所得移転制度である社会保障制度の導入によって、定常状態
の厚生を改善することが可能かどうかの研完は、社会保障を評価付けるものとして、興味深い。
このような定常状態における厚生水準に着 目して議論を行 うこと、すなわち長期的な資源配分
の効率性をめぐって議論を行 うことは、従来、効率性に主に関心が注がれてきた事実からみて、
厚生経済学にとって中心的な姿勢であると思われる。 しか しながら、社会保障の経済効果を評価
する際、公正面からの議論は、きわめて重要であると思われる。なぜなら、社会保障の基本的理
念は、分配の公正化とい うことと密接に結び付いているからである。本論では、この世代間分配
の公正面からの考察を試みる。
本論では、社会保障制度として、簡単な線型の所得移転制度を設定する。 また、開放小国経済
(smallopeneconomy)における重複世代モデルを想定 して、議論を進めてい く。
最初に、世代間分配が賃金と遺産によってなされる経済における考察を行 う。 このような経済
において、各世代の厚生は、自己の消費と次世代の処分可能な資源(可処分資源)の 大きさに依
存 して決定されている。このような想定のも.とで、レッセ ・フェール経済の世代間の厚生配分は、
(1)初期世代の厚生が最:も低 く厚生は世代と共に単調増加的(2)』初期世代の厚生が最 も高 く
厚生は単調減少的(3)初期世代の厚生が最も高く、厚生はある期まで減少的でその後定常的(4)
定常的、の4種 類のいずれかをとる。 このとき、社会保障制度を導入することにより、(4)以
外は、世代間分配がRawlsの意味でより公正になることが示される。また、各世代の厚生の最大
下限(infimum)を最大化する、税率が1よ り小さい最適税制が存在 し、その導入による厚生配
分の性質が示 される。た とえば、 レッセ ・フェール経済の厚生配分が(1)の 時、最適税制の導
入によっても厚生配分は(1)を とるのである。
また、"1earningbydoing"による技術進歩のある経済における同様の考察も行われる。技術進
歩は、厚生の増加を説明する要因として、資本蓄積 と同様に重要なものとみなされている。 この
技術進歩の一つ として、"1earningbydoing"セこよる技術進歩の概念は、生産過程での経験が労働
の生産性の向上を説明する大きな要因であるとし、また、この労働の質の向上が、技術進歩であ
るとするものである。このような経済を想定 した とき、 レッセ ・フェール経済における動学的
資源配分め性質は、それが定常的でなければ、初期世代は、常に最も不遇な世代 となるものであ
ることが示 される。 このとき、先のケースと同様に、社会保障を導入することにより、世代間分
配が、 より公正 となることが明らかにされる。また、税率が1よ り小さい、最適社会保障税制が
・存在す ることが示される。特に、 レッセ ・フェール経済における技術進歩が、その水準がある上
限値に収束するものならば、その最適税制の導入により、世代間分配の格差が縮小することが、
明らかにされる。
以上のように、二つのケースにおいて、社会保障の導入の意義が、世代間分配の公正の側面から、
確立 され るのである。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
現代厚生経済学は資源配分のあ り方に科学的評価を加えることを主題としているが、この評価に
は二つの側面がある。一つは資源配分をその効率性の面から評価 しようとするもので、これはパレー
ト最適性あるいはパレー ト効率性とい う概念を軸 として展開されてきている。もう一つは、資源配
分を、異なる経済主体間の分配の公左の面から評価 しようとするもので、分配の公正さを測る代表
的な価値規準 としては、フォーリー=ヴ ァリアンの無羨望基準、パーズナー=シ ュマイ ドラーの平
等等価基準、ハルサニの平均功利主義規準、ジョン・ロールズのマクシミン基準がある。本論文は、
ロールズのマクシミソ基準を用いることによって、世代間の分配をめ ぐるい くつかの重要な問題を
分析せんとしている。
本論文の中心をなすのは、最適貯蓄 と社会保障制度(特 に公的年金制度)に 関する諸理論を展望
した第 皿章、ロールズ流の公正貯蓄原理の問題性を解決するモデルを展開 した第皿章、遺産動機を
有する諸世代か ら成る経済において公的年金制度が世代間公正を増進させ うるか否かを分析 した第
]V章、技術進歩のある経済において公的年金制度が世代間公正を増進させ うるか否かを分析 した第
V章であ り、それに、全体の概観を与えた第1章 と本論文の限界、今後の研究方向に言及した第W
章が付加されている。以下、本論文の中心的諸章を、順を追って紹介する。
II
「第皿章 世代間分配理論 と世代間公正:展望」は、最適貯蓄 と社会保障制度としての公的年金
制度とに関する従来の諸理論を展望 し、大沼氏自身の理論展開の基本的視点を確定 しようとする章
である。最適貯蓄の理論 としては、功利主義的価値基準に基づ くラムゼー以降の伝統的最適貯蓄理
論、この理論系譜に世代間公正の視点を始めて明示的に導入 した ロールズの 「公正な貯蓄原理」、
およびロールズに触発されて生 じたその後の理論展開が、簡潔に紹介 ・検討されている。ロールズ
は、社会の最も恵まれない成員の厚生水準を最大にすべ しとするマキシ ミン基準を世代間分配に適
用 して 「公正な貯蓄原理」を提唱 し、またアローとダスグプタは、各世代の厚生水準が当該世代と
次世代との消費に依存す る・としてロールズの理論を拡充 したが、いずれの理論 も、初期世代の貧因
に後続する全世代を閉 じ込める 「非成長性」によって世代間公正を実現するという望ましくない結
論を含意 し、またアローとダスグプタの理論は、時間に関する非一貫性という追加の難点を有する
ものであった。その後ライ リー、カルボ、マレル、 ロドリゲス等がこれらの難点を解決する試みを
展開したが、大沼氏は、これらの試みの検討の結果、それら・はいずれも世代間の強い利他性の導入
によって非成長性の難点を解決 しているのであ り、本来世代間の利害の対立によって生 じている世
代間分配の公正の問題の解決法としては疑問が残るという、重要な批判を加えている。
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世代間分配に関係する社会保障制度としての公的年金制度については、その労働供給と貯蓄 とへ
の影響を扱 ったフエル ドスタイン等の分析や、その定常状態厚生水準への影響を扱ったサ ミユエル
ソン等の分析が代表的なものであるが、前者の関心は分配問題とい うよりも対外競争力その他のマ
クロ経済的パフォーマソスへの影響 という点にあ り、また後者は、分配問題の分析にとっての基礎
的モデルとなりうる重複世代モデルを展開しなが らも、結局は、公的年金制度の採用によって蓄積
の黄金律が達成できるか否かとい う、効率性の分析に終っている。それゆえ大沼氏は、社会保障制
度 としての公的年金制度は、分配の公正化を基本的 目的の一つとするものであるにもかかわらず、
実際にこの制度がこの目的を実現 しうるか否かについての経済学的分析はきわめて不十分である、
と結論する。
「第皿章 条件付けられた選好と世代間のマキシミン公正」は、経済主体の選好が生得のもので
はなく、その生活環境によって形成 されるものであることを考慮に入れ る時、マキシミン基準の世
代間公正への適用は必らず しも非成長性を含意 しな:いことを明らかにしようとす る。 この目的のた
めに大沼氏は、各世代は、親世代によって扶養される幼少期と自ら経済活動に従事する成年期 との
二期間生存 し、その選好は幼少期の親世代の消費水準によって条件付けられるとして、「条件付け
られた選好」とい う新しい概念を導入する。そ して氏は、この概念を基礎にして、全世代の厚生水
準が同一となる 「平等消費経路」の特性を明らかにし、全世代共通の厚生水準が最大 となる 「最大
平等消費経路」の存在を確認し、それが ロールズのマキシ ミン基準から見て最適な消費経路 と一致
することを明らかに した上で、初期の資本ス トックがある水準 より低い場創 こは、 ロールズ的最適
消費経路上で資本蓄積が生ずることを証明 し、「非成長性」の問題を解決 している。また氏は、こ
の最適消費経路が時間に関する一貫性の条件を満足するものであることも証明している。
「第]V章 社会保障 と世代間分配の公正一遺産のある経済において一」は、生産 ・分配 ・資本蓄
積が基本的には市場を介 して営まれている経済に公的年金制度が導入 された場合、 ロールズの意味
での世代聞公正が改善 され るか否かを問題にする。基本となるモデルはサ ミュエルソソ=ダイアモ
ンドの重複世代モデルであ り、各世代は若年期と老年期の2期 間生存 し、その厚生水準は、2期 そ
れぞれの消費と次世代に残す遺産 とに依存するものと想定 される。さらに技術進歩は存在 しないこ
と、この経済は小国開放経済であることが仮定される。その上で大沼氏は、若年期の所得に一定率
で課税 し、老年期に一定額の年金を交付 し、かつ長期的に赤字 とはならない公的年金制度をこの経
済に導入 した場合の、経済の動学経路を分析 し、もっとも不遇な世代の厚生水準を最大化する最適
年金制度が存在す ること、その長期的収支は均衡すること、また年金制度がない場合の世代間厚生
水準に不平等があるなら、最適年金制度はもっとも不遇な世代の厚生水準を引き上げ、それゆえ、
世代間分配㌍ 砂 ズの意味でよ舩 正イけ る・と、を証肌 ている.
「第V章 社会保障 と世代間分配の公正一技術進歩のある経済において一」は、前章で扱わなか
った技術進歩を明示的に導入し、そこでの公的年金制度の世代間公正への影響を分析 している。考
慮の対象となる技術進歩はアローの 「経験学習」によるそれの一変形である。各世代は、その若年
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期の労働を通 して技能を身につけ、老年期の労働過程でその技能を発揮 して、次世代の労働者に技
能を引き継ぎ、発展させてい く。さらに、各世代の厚生水準は若年期、老年期のそれぞれの消費と
老年期の余暇 とに依存すること、老年期の労働供給は内生的に決定されることが仮定され、また年
金制度としては、各世代の所得に一定率で課税 し、老年期の余暇の長さに比例 して年金を交付する
制度が考察される。このような枠組を用いることによって大沼氏は、 ロールズの意味での最適な公
的年金制度が存在すること、この年金制度の導入がロールズの意味で世代間分配をより公正化する
ための必要十分条件は、導入前の経済において技術進歩が生 じてお り、従っ.て世代間の分配の不平
等が存在 していることであること、等を証明している。
皿
以上が本論文の概要であるが、次 にそれへの当委員会の評価を与える。
1.ロ ールズの公正な貯蓄原理の含意す る非成長性がマキシミン基準の魅力を半減させるものであ
る点は、大沼氏の指摘の通 りであろ う。世代問の利他性を導入することによってこの問題を解決し
ようとするカルボその他の試みは1世代間の利害対立を希薄にする、 との大沼氏の主張には、論議
の余地があると思われるが、 しか し氏が、「条件付けられた選好」という直観的に納得のいく概念
を導入することに よって非成長性の問題を解決したことは、当該問題への重要な貢献であ り、氏の
現実認識の確かさを示すものとして高 く評価できる。
2.経 済政策の世代間分配への影響を扱った過去の業績 としては、特に国債に焦点をあてたバ ロー
の分析が良く知られている。 しか しこの分析結果の現実妥当性については種々の批判が加えられて
いるし、また社会保障制度を正面から取 り上げているものでもない。社会保障制度としての公的年
金制度の特性を正面から取 り上げ、その公正面の含意を厳密に分析 したのは、大沼氏の本論文が初
めてである。 しか も大沼氏は、年金制度がロールズ的公正の増大 という点で有効であるための必要
十分条件を、年金制度導入前の世代間分配の不平等とい う、きわめてわか りやすい形で定式化する
ことに成功 している。これらの点は、氏の仮定の置き方に多少荒削 りなところが散見されることを
割引いても、.高く評価できる。
3.技 術進歩は、先行世代の努力の結果として生ずるものであるにもかかわ らず、市場経済ではそ
の便益は主 として後続世代が享受するとい う特性を有する。この特性を世代間公正の面から分析 し、
特にその含意する世代間不公正を公的年金制度が是正 しうるか否かを分析 したのも、大沼氏の本論
文が初めてである。また、氏の技術進歩の取 り扱い方は独創的であ り、それだけを取っても非常に
興味深いものがあるが、さらに氏が、この技術進歩の複雑な含意を整理 しつつ、説得力のある分配
公正上の結論を引き出している点は、氏のす ぐれた分析力を示す ものである。
以上により本論文は、経済学博土論文 として合格と判定する。
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